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取引費用理論と産業組織論 :論理構造の検討*

明 石 芳 彦

Ⅰ はじめに

Ⅰ 取引費用の概念と取引費用理論

Ⅲ 取引費用理論の論理構造

Ⅰ は じ め に

Ⅳ 産業組織論と取引費用理論

Ⅴ 結びに代えて

近年,企業間関係における (暗黙の)長期契約,もしくは取引関係の継続性が注目され,そ

の有力な説明手段として ｢取引費用理論｣が用いられることが多いlI.取引費用の節減は経済

成果の効率をもたらす一方, ｢緊密な｣企業間関係が競争の減殺を招いたり｢不公正な｣取引

方法など独占の弊害を伴っているのではないかとみる向きもないではない.だが,そもそも取

引費用の節減を生じさせる要因は何であり,そうした企業間関係が ｢伝統的産業組織論｣の観

点からいかなる性格を持ち,その評価基準が何かを整理する必要があろう2).

本稿では,R.コースが着目し,デムゼッツ,アロー,0.ウィリアムソソらが ｢復活｣さ

〔キーワード〕 取引費用,産業組織論,資産特殊性,長期取引,市場.

*本稿の基本的な構想は,オリバー･ウィリアムソソ教授との討論により啓発されたものが多い.また,

ポール･シアード教授との討論も有益であった.残されている過誤はすべて筆者に帰する.

1)ウィリアムソソらは近年,取引費用の経済学 (TCE;TransactionCostEconomics)と呼んでい

るが,Williamson〔1974〕〔1975〕p.ll〔1981a〕などでは基本的に取引費用アプローチ,do.〔1979b〕

〔1981b〕〔1985〕〔1986b〕ch.9〔1989〕〔1992a〕などでは取引費用の経済学である.

経済理論における1つの学派 ･アプローチゆえ,本稿ではTCEではなく取引費用理論,取引費用ア

プローチと呼ぶ.後述のとおり取引費用理論は新古典派経済理論と補完関係にあると捉えられるし,普

たその理論体系の完成度を考慮すれば,取引費用理論と総称してよいだろう.

2)わが国でも,今井 ･伊丹 ･小池 〔1982〕,宮津 〔1988〕,伊藤 ･松井 〔1989〕,浅沼 〔1992〕などに,

①既存理論 (価格理論,企業 ･組織の理論,市場の理論など)との関係,②日本の企業間関係の分析と

の関連から,取引費用アプローチの有効性や位置づ けが検討されている.本稿ではこれらの研究を踏ま

え,できる限り③ ｢産業組織論｣との関連に限定しそれに議論を集約させたい.
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せた取引費用概念,取引費用理論の論理構造を主に伝統的産業組織論との全体像の対比という

観点から検討する.

ⅠⅠ 取引費用の概念と取引費用理論

1 取引費用概念の登場

伝統的見地において,市場は企業間の効率的な交換取引関係を統御する上で,当てにできる

ものと見なされてきた.ところがコースは市場取引にも少なからぬ費用がかかり,この市場取

引費用と組織内取引 ･管理費用などとの比較から, ｢市場取引による生産の組織化とそれにと

って代わるものとしての企業内部化｣を検討した.それは資源配分が価格メカニズムに依拠し

ているだけでなく,｢取引の組織化｣を企図した｢企業｣の内部でも行われていることに基づく.

コースは同時に,市場と企業の代替関係だけでなく｢長期契約が望ましい こともある｣し,

その際,長期契約の内容がときには,なすべきことを特定するのは難 しく,望ましくもない

(Coase〔1937〕p.386;do.〔1960〕pp.16-17)と考えていた.

取引費用とは何か.コース 〔1937〕は市場利用の費用 (価格メカニズムもしくは公開の市場

を利用するための費用)の例として,取引に関連する諸価格を見つけだすための費用,1回ご

との交換取引について交渉を行い契約を結ぶための費用,その他説明事例として,取引税の回

避などを挙げている.市場での取引には,取引相手の決定 (それに伴うサーチ ･コストの発

坐)等のプロセスとコストを要する.このコストは総称して ｢取引費用｣と呼ばれる.ただし,

取引費用概念も幅広い.｢市場の失敗｣の一因としての情報の不完全性に対応するコストから,

輸送 ･契約手続きなどに関するコストも含むからである.

取引費用には2つあり,事前的コストとしての契約文書作成,商議,契約書の保証等のコス

トと,事後的コストとしての契約履行の監視,紛争発生時の契約修復,紛争解決機構の開設 ･

管理,安定関与 (commitment)をもたらす固縛 (bonding)等のコストである (Williamson

〔1985〕pp.20-21).別の視点からそれらを要約すると,1)取引に必要な価格情報の収集 ･解

析に伴うコスト,2)取引相手に関する情報の収集 ･解析に伴うコスト (取引先のサーチ, ス

クリーニングおよび評価のコストなど),3)取引先との交渉 ･契約手続きに伴うコスト,4)

取引先の管理またはモニタリングコスト,および取引先の変更に伴う｢調整コスト｣などとな

る.

取引費用アプローチは, ｢取引 (または交換)に関する総費用の最小化｣の観点から,市場

と企業という制度的装置のいずれを選択するかを分析枠組としている (Williamson〔1975〕).

■市場取引 (スポット市場取引)の分析は内部組織化 (または垂直統合)や長期契約などのさま

ざまな取引形態-拡充されていく.ある取引がその中でなされる明示的 ･暗黙的な契約上の枠

親 (市場,企業やその混合形態など)を統御機構 (governancestructure) と呼ぶならば
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(Williamson〔1981b〕p.1544),いずれの取引形態においても,取引を遂行するための総費

用を最小化するような取引統御機構の選択を ｢制度選択 ･設計理論の基礎｣(Joskow 〔1988〕

p.98)として分析できる.当初,コースもそう考えた3).

取引費用理論をごくおおざっ蘭 こ言い表せば,企業間関係を規定するメカニズム,つまり企

業間の分業関係,統合化 ･分離の要田等を解明する ｢企業組織化｣理論となるだろう.もっと

具体的にいえば,取引費用理論または取引費用分析は後で詳しくみるとおり,もっぱら技術

(technology)に規定される狭い意味での生産費用よりも取引費用に着目し,市場における取

引費用の大小により,企業間取引関係を統御 ･組織する様態やメカニズムを説明しようとする.

これはコース 〔1937〕がいう｢組織 (化)と費用の結合｣理論である.ゆえに,こうして組織

化された企業は,市場という匿名でかつ1回ごとの取引 (契約)関係を選択しつづけるかどう

かの意思決定を迫られるのである.この場合,市場という場を利用することに伴うコストの節

減に企業組織の発足目的があるから,企業組織-の求心力は高い費用がかかる市場取引を回避

しようとする意図に起因する.一方,取引を企業の内部に組織化する費用が公開の市場を利用

する費用以上の場合には,企業組織の ｢縮小｣,市場の利用が選択される.この種のコスト･

便益分析,費用節減の着想が取引費用アプローチの1つの特徴である.そして,市場における

調整コスト (coordinatingcost)を節減しようとする点で,カルテルさえも正当化されかね

ない解釈を導くが,後で検討するようにこの解釈は誤りである.

2 取引費用理論と伝統的価格理論

伝統的価格理論は分析の一般的なフレームワークを提供し,価格メカニズムがうまく働くな

らば,いかなる帰結が生じるかを説明する.伝統的価格理論はその理論体系の中核に完全競争

理論を据えている.完全競争はその成立要件として,1)企業数が十分に多いこと,2)取引さ

れる財が同質であること,3)取引に必要な情報は完全であり,不確実性がないこと,4)参入 ･

退出が自由であること,以上の条件を必要とする.

こうした完全競争の成立要件が満たされない場合とともに,市場メカニズムが働いても当該

経済問題が解決されない場合があり,市場の失敗と総称されている.アローは市場の失敗に関

する議論の中で,取引費用概念の有意味性,重要性を指摘した.つまり,アローは2つの (効

3)匿名型取引の行われる場を ｢市場｣と呼ぶ.そこでは,市場参加者が自らのもつ財 ･サービス (の情

戟)を ｢市場｣に持ち寄り,それらの需要と供給により価格が決まり,この価格に対応して,需要と供

給の量が再度,調整される.各参加者は匿名で参加していることもあり取引は 1回ごとに完結する.

コースらは,市場の代替機構としての政府活動 (規制)をコストの観点から,比較制度分析している

(Coase〔1960〕pp.17-18,Demsetz〔1964〕p.ll).また,ジョスコ-ほ元来,完全競争市場とその

代替機構としての政府規制という捉え方を問題視し,取引費用の観点から ｢スポット取引 (または匿名

の市場契約)｣以外にも,完全競争市場に対応させる企業の内部組織 (垂直統合)化,長期契約の検討が

必要と述べている (Joskow 〔1988〕p.99など).本稿注5も参照.
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率的)資源配分メカニズムとしての市場配分メカニズム (価格システム)と非市場配分メカニ

ズム (交渉,政治過程,一般化している社会慣習などの社会制度)の優劣を,公共財,外部性,

収穫逓増,そして取引費用という概念に基づいて検討している.とくに ｢取引費用は経済シス

テムを運営する費用｣(Arrow〔1969〕p.48)であり,競争市場を運営する費用はゼロでない

(よって取引費用は正値)という視点に立つ4). そして ｢市場へ参入す るために必要な情報入

手に費用がかか｣り(Arrow 〔1969〕p.48),情報はコミュニケ-ショソと不確実性とに密接

に関連し,市場における交渉費用も少なくないとみる.すなわち取引費用の源泉について,ア

ローは (1)排除費用 (排除不能性に対応する),(2)コミュニケーション･情報の費用 (敬

引が実行される条件の提示 ･学習の費用を含む),(3)不均衡の費用 (たとえ完全情報の下で

も最適配分を計算するのに時間がかかり,最終均衡と不整合な取引が発生し,この計算が完了

するまでほ取引が遅延する)を挙げる.とくに,大多数の価格シグナルを送受する費用は高い.

そして ｢市場の存在が意味を失うほどに取引費用が高いケース｣(Arrow 〔1969〕p.60)には

市場の失敗となる5). また,取引費用と生産費用の違いについて,取引費用は資源配分形態の

変更により変わる一方,生産費用は技術と噂好だけに依存する.垂直統合の誘引は,市場で売

買するコストとそれを企業内部-移したときのコストの比較による.さらに,取引費用が増加

する見込みが大きくなれば別のシステムに変更することにより厚生上の損失を除去する必要が

高まるとみている.

ウィリアムソソが取引費用概念の研究を深めていく1つの契機は, ｢市場に関する基本的な

困難を取引費用の根源と明確に結びつけた｣(Williamson〔1981a〕p.551)このアロー論文,

およびいうまでもなくコース論文 (Coase〔1937〕〔1960〕)と推測される0).そしてウィリア

ムソソほ,経済効率を内部組織構造と本質的に独立と見なす伝統的経済学の見解が誤りであり

4)これは後述の ｢摩擦のある世界｣に対応する.また,取引費用と市場の失敗の関連で,アローは市場

の失敗と外部性は経済組織の形態について相対的だとみ,収穫逓増は本質的には技術工学的現象とみる.

デムゼッツも ｢取引費用が正値の場合,外部効果や独占効果の一部は効率と整合的となる｣(Demsetz

〔1968〕p.34)という.これは-イェク 〔1945〕の議論にも関連する.

5)-イユクは ｢価格システムが果たす無類の情報伝達機能｣を評価し, ｢価格システムなしには,広汎

な分業を基礎とする社会を維持でき辿 ｣とみた (Hayek〔1945〕).一方,ウィリアムソソは ｢価格

はしばしば十分統計量の資格をもちえない｣し,市場にとって代わりうるのは中央計画当局 (政府)で

はなく企業であるだろうと述べ (Williamson〔1975〕p.5,訳11ページ),｢-イ-クは価格システムの限

界について正しく考察していなかった可能性がある｣ と捉えている (Williamson〔1981b〕p.1541).

本稿注3も参照.

6)取引費用理論のオリジナルとされるコース 〔1937〕論文は ｢多く引用されたがほとんど活用されなか

った｣(Coase〔1988b〕p.63).その理由は ｢取引費用が操作化されなかったことと,操作化の方法が

明らかにされなかったため｣という(Williamson〔1981b〕p.1546;do.〔1975〕p.3,訳9ページ).なお,

取引費用概念については Coase〔1937〕による着想の後,Coase〔1960〕および Demsetz〔1964〕

〔1968〕,Arrow 〔1969〕などを経て,Williamson〔1979〕-とつながるとみてよい (Demsetz〔1964〕

では交換費用とよばれている).
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支持されなくなったのはチャソドラーの研究 〔1962〕を契機とすると述べている(Williamson

〔1981a〕p.551).

ⅠⅠⅠ 取引糞用理論の翰理講造

取引費用理論 (主として0.ウィリアムソソが提示した体系)では,H.サイモンの ｢限定
された合理性 (boundedrationality)｣(Simon〔1957b〕p.198)を大前提としている.そ

の下で,取引 (交換 ･分業)規定困とその変化を解明しようとすることから,取引主体の構成

とその関係,とくに誰もが十分な取引遂行能力を持ちあわせているわけではないことを重視す

る.そして現実の企業をどう見るか,実際に何が起こっているか (what'sgoingon)に強い

関心がおかれる7).

ウィリアムソソは取引費用分析の観点から,市場の失敗と垂直統合など組織要因を関連させ

て整理し(Williamson〔1971〕),取引費用分析の体系化の着想を提供した (do.〔1973〕).そし

て,｢組織の失敗｣の枠組を提供する (do.〔19751)とか,取引費用または組織統御コストの

節減を重視する (do.〔1985〕)などその分析が深化されている.総じていえば,取引費用理論

では不確実性や取引費用などにより,市場の失敗,次いで組織の失敗を検討し,結果的に市場

と組織,その中間形態の制度選択を分析する視点を提供した.ここでは,取引規定因や交換形

態の進化などに着目しつつ,取引費用理論の論理構造と問題点を整理しよう.

1 ｢組織の失敗｣の枠組

まず,｢組織の失敗｣の枠組を構成する次の分析用語を整理しておこう9).

1) 限定された合理性

限定された合理性とは ｢合理的であろうと意図されてはいるが,かぎられた程度でしか合理

的ではありえない｣人間行動をいう(Simon〔1957a〕p.xxiv)9).

2) 機会主義

機会主義的行動とは ｢個人的利益を実現しうることを期待して 『虚偽の,ないしは実体をと

7)これらの視点は ｢(新)制度学派 (InstitutionalEconomics)｣の特色とされる.またそれは現状肯定

的な立場とみなされがちである.けれども,そのロジックは必ずしも単線的でない.

8)ウィリアムソソは以下の1)～4)に5)雰囲気を加え,内部組織が市場交換に代替し,取引統御メカ

ニズムとして選択される可能性を論証しているが,本稿の目的を越えるのでここでは言及しない.また,

分析目的に照らして,ウィリアムソソの強調する不確実性や複雑性 (complexity)などにほ直接言及

しないが,それは項目1)限定された合理性の大前提となる.

9)ウィリアムソソは不確実性 ･複雑性を外部環境要因と分類しているが,ここではそれは経済理論の大

前提と見なし論じない.なお ｢限定されていない合理性を前提すれば,対処すべき複雑性の程 度が ど

うあろうとも,条件つき請求権の契約でうまくいく｣という(Williamson〔1975〕p.22,訳38ページ).
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もなわない,すなわち自分で信じていない,脅しまたは約束』をおこなうことをともなってい

る｣(Williamson〔1975〕p･26,訳44ページ,ただし Goffmanからの引用文).また,機会

主義とは,経済主体が自己利益を最大化しようとする仮定に加え,戦略的行動の余地を含めた

ものである.別の文献で,ウィリアムソソほ枚会主義が ｢道徳的危険｣とも関係するが,それ

よりもやや広い概念として,ざまん的な言動を伴って私利を追求する意味と考え,それがなけ

れば,経済組織の研究は無意味になるとさえ論じている (Williamson〔1981b〕p.1545);do.

〔1974〕注121も参照).

3) 少数性の条件

ウィリアムソソの言葉を借 りれば,｢しばしば最初の時点では多数性の条件 (alarge･num-

berscondition)が成立しているようにみえるにもかかわらず,これは錯覚であるかもしれず,

あるいは契約の更新段階までつづかないかもしれない｣.つまり,｢最初の時点では成立している
同質の多数者がいるという条件が,契約の更新の時点では,もはや成立しなくなるかもしれな

il｣.｢供給者たちのあいだの対等性が,先発者の優位性 (first-moveradvantages)によってく

つがえされ,したがって最初の入札で競り勝った供給者たちが,そのあとで,競りに負けた供

給者たちに対して,少なからぬ費用上の優位性を享受しうるようになるならば,とどのつまり

成立する販売上の関係は,実質上,少数性の関係である｣10) (いずれも Williamson〔1975〕

pp.27-28,訳46-47ページ).

こうして,少数性の条件 (少数主体間交換関係-の変質問題)は,(1)最初から生じている,

(2)契約の実施の過程で,a)特異性11)をもつ経験がっまれる結果,b)人的資本市場と物的

資本市場の失敗のせいで,多数主体問交換という条件が少数主体問交換関係に変わってしまう

ために生じる.(3)次の情報の偏在という条件が加われば,事態は一層深刻になる,と捉えら

れている.

4)情報の偏在12)

情報の偏在とは ｢一つの取引,ないしは関連する一組の取引に対して関連性のある真の基礎

的な諸条件が,一人以上の当事者には知られているが,他の当事者たちが認識しうるか,ない

10)ウィリアムソソはこれを ｢事前事後の競争における変型｣(Williamson〔1981a〕p.554)｢基本的変

型 (fundamentaltransformation)｣と呼んでいる (do.〔1985〕pp.61-63;do.〔1989〕p.144).

ll)特殊性 ･特異性の概念は Williamson〔1975〕〔1979b〕では idiosyncrasyという用語が用いられて

いたが,その後 do.〔1981a〕〔1981b〕などから,speci丘cityという用語に代わる.例えば,do.〔1979b〕

p.240;do.〔1981a〕pp.555-60では idiosyncratic,specialized,speci丘Cがほぼ同義で使用されて

いる.また,取引 ｢特殊｣(speci丘C)を市場化できない (nonmarketable,do.〔1979b〕p.239)とか

移転不能な (nontransferable,do.〔1981a〕p.563)とも言い替えた りしている.

12)Williamson〔1971〕〔1974〕〔1975〕などでみられる情報の偏在 (informationimpactedness)とい

う用語は,その後,情報の非対称性 (informationasymmetry)とい う表現に改められていく (例え

ば,Williamson〔1975〕p.6,訳12ページ ;do.〔1981b〕p.1562;do.〔1985〕pp.51,142など).
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Lは知らされうるためには,費用がかかるという場合に,存在する｣.とくに ｢もとの交渉の

時点に存在する事前的な情報の偏在を,契約の実施の過程で発展する事後的な情報の偏在から

区別するべきである｣.さらに先発者の優位性と関連させて,｢部外者が部内者と情報上対等で

ないことの理由は,ふつう,部外者は,特定企業に固有の,あるいは特定課業に固有の,ない

しは特定取引に固有の経験を欠いているからである｣ともいう.なお,ウィリアムソソはこの

種の経験を ｢一つの価値ある資源であり,最初の契約にあたえられたことによってそれを獲得

した人びとが,それを戦略的に用いることができる｣ とみている (いずれも Williamson

〔1975〕p.31,訳5ト52ページ).

経済主体間に保有される情報の不均等性 (または非対称的分布)が観察されるとき,情報の

対等性を回復 ･獲得するための費用は高く,当事者が機会主義的に行動する傾向もある.一方∴

仮に複数の当事者が同一の情報を持っていても,リスク負担態度の違いなどに基づく企業行動

に差があるとすれば,問題は増幅されうる.また,先発者の優位性との関連でい えば,経 験

をつうじて取得された情報 (その一例としてノウ-ウがある)は偏在して い るか ら,最初の

契約の前 (事前)には多数主体間の競争が実行可能であっても,契約更新時 (事後)にはもは

や対等性が成立しなくなっている.これは ｢事前事後競争における変型｣と呼ばれるが,これ

により｢少数主体間交渉という状況が展開してくる｣(Williamson〔1975〕p.35,訳57ページ).

ウィリアムソソほ,情報の偏在に関連して,(1)当事者が機会主義的でない,(2)限定され

ていない合理性が存在する,(3)多数主体間競争という条件が支配している,のいずれかが成

立していれば,市場交換の有効性は損なわれないとみている (Williamson 〔1975〕 2章).

一方, ｢限定された合理性,不確実性,および特異性をもった知識を与件として,私は,価格

はしばしば十分統計量の資格をもちえ旦王ということ,またそのために内部組織 (階層組織)

が市場を介する交換におきかわるという事態がしばしばおこるということを主張する｣(Wil-

1iamson 〔1975〕p.5,訳11ページ).とくに限定された合理性と特異性をもった知識を正しく

認識することが重要と述べている13).

以上,｢組織の失敗｣アプローチは,｢市場の失敗｣の取引費用アプローチ (Arrow 〔1969〕

Williamson〔1971〕)をよりミクロレベルにアナロジーとして適用したものといえる.市場と

企業とは一組の取引を遂行するための代替的手段であり,その選択は,市場と企業という取引

形態の相対的効率性に依存する.そこで取引の比較制度的な分析には,市場の失敗の源泉とと

もに,組織の失敗の源泉を理解しなければならない.市場の失敗との関連で, ｢市場の失敗を

13)その後, ｢制限された合理性と機会主義の双方が,旦壁に存在することがないのなら,あらゆる経済

的な契約問題は些末なものとなり,経済制度の研究はその必要がなくなる｣(Williamson〔1981b〕p.
1545,訳178ページ).さらに取引費用理論は(1)制限された合理性,(2)摸会主義,(3)資産特殊性の関連に

依存しており,これらのいずれか1つが欠けても契約の世界は非常に単純なものになる (dq.〔1986b〕

p.177,訳221ページ)と述べている.
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ひきおこすものは不確実性ないし少数性 (smallnumbers)あるいはその両方ではなく,こ

れらの要因が一方では限定された合理性と,また他方では機会主義とむすびつくことが,交換

のうえに諸種の困難をひきおこす｣(Williamson〔1975〕p.7,訳14ページ)点を強調している.そ

して, ｢長期契約と短期契約のそれぞれが- 前者は限定された合理性と不確実性のために,

また後者は検会主義と少数主体間交換関係との組合せによって- 被る諸問題を考慮するとき,

これらにかわるものとして内部組織が現われうる｣という(Williamson〔1975〕p.10,訳18ペー

ジ).市場の失敗の可能性にかかわる市場の環境要因は不確実性や少数主体間交換関係などであ

り,これらが人間の要因である限定された合理性や機会主義に結びつくことが重視されている.

そこで,取引を市場を介して行うか,企業内部で行うかという取引形態の選択はその時どきの

諸条件に依存するものであり,決して固定不変なものではない.

2 取引費用アプローチの特徴

ウィリアムソソの文献より, ｢取引費用アプローチの特徴｣を列挙するとおおむね以下のよ

うになろう14).

1)取引を分析の基本単位とし,技術 (生産関数に反映される)を分析単位としない.取引

は ｢技術的に分離可能な活動単位｣(Williamson〔1981b〕p.1544)で生じると見るため,

企業は複数の取引の束からなる.伝統的な経済学では,理論上 ｢技術的に分離可能な活動単位｣

-企業となる.それは組織の内実を伴わないという意味で ｢質点｣企業と呼ばれている.よっ

て,取引費用アプローチにおいてほ,企業を生産関数ではなく統御機構とみる (do.〔1986b〕

p.174;do.〔1989〕p.136)のである.

2)比較制度アプローチで,市場,階層組織,さらには長期契約取引かを検討する.そして,

市場構造としての産業組織に加え,組織形態 (階層組織)の異なる内部組織,取引関係として

の産業組織を分析する.

3)｢経済人｣の虚構に代えて,人間の本性の基本的な属性15)に着目する.つまり,限定され
I

た合理性と機会主義を ｢行動上の仮定｣とする.

4)｢摩擦のない世界｣という虚構を放棄する.また,反復的 (recurrent)契約と取引費用

の節減を分析する.

3),4)について ｢機会主義は取引費用研究の中心概念｣(Williamson〔1979b〕p.234)で

あり,企業構造の進化は取引費用の節減と密接に関連してきた (do.〔1981b〕p.1543).また

14)Williamson〔1975〕pp.252-53,訳416-17ページ,do.〔1981b〕p.1564;do.〔1986b〕p.174,訳

217ページ;do.〔1989〕p.136による.

15)経済人の虚構に代えて,F.ナイトのいう｢人間の本性｣を基礎的認識に捉えている (Williamson

〔1981b〕p.1544).なお,｢組織人｣(do.〔1981a〕p.553),｢契約人｣(do.〔1985〕2章)とも表現し

ている.さらにサイモンの関心は個人の意思決定,ウィリアムソンの関心は組織の意思決定であ る

(Williamson〔1986b〕ch.9,注2参照).
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｢物理学における摩擦と経済学における取引費用｣(do.〔1986b〕p･176,訳 219-20ページ)

のアナロジーで説明している.つまり,完全競争を ｢摩擦のない真空の世界｣と見なせば,敬

引費用は市場取引の摩擦であり,コースがいう市場利用の費用,アローがいう市場の運営コス

トと同様である16).

もっとも,取引費用理論の分析手法はウィリアムソソも認めているように,かなりナイーブ

であり,自ら認める限界として,粗野 (crudeness)と過度な道具主義 (instrumentalism)

がある.近年,操作性の回復をはかる動きが活発とはいえ ｢取引費用の経済学はなお発展の萌

芽段階にある｣だろう (Williamson〔1985〕p.xii)17).

3 取引属性と資産特殊性の類型化18)

取引頻度,不確実性,資産特殊性 (assetspeciBcity)などからなる取引属性と,取引総費

用を最小化する統御機構との関係はいかに整理できるだろうか.取引費用アプローチの理論的

本質ともいえる資産特殊性を検討する.

(1) 資産特殊性の定義と類型化

ウィリアムソソは ｢強調したい取引とは反復 (recurrent)する種類の交換で｣あり (Wil一

liamson 〔1979b〕p.241), とくに資産特殊性が取引を描くもっとも重要なディメソジョソ

(do.〔1981a〕p.555)という.すなわち,取引を特徴づける3つのディメンジョン (取引属

性)は,1)取引が反復する頻度,2)取引が制約条件とする不確実性の程度とタイプ,3)負

小費用での供給を実現するために,取引に固有の耐久的投資が必要とされる程度 (do.〔1981a〕

p.555;do.〔1979b〕p.239)である.不確実性を大前提と別にすれば, これは取 引頻度

と投資の特殊性による類型化といえる.とくに,3)は資産特殊性の条件と呼ばれている (do･

〔1989〕p.142).そして取引にかかわる投資が特殊型 (specialized)であれば,それに対応

した統御機構が必要となる.それは取引頻度が増すにつれ,取引当事者の少数性 (smallnum･

bers)が顕著になってくることにも反映される.

ウィリアムソソ〔1989〕ほ資産特殊性として,①立地条件 (site)特殊性,②物的資産特殊性,

③人的資産特殊性,④専用資産 (dedicated assets) および⑤プラソド名資本を挙げてい

16)ただし不確実性を想定することは,いまや特定学派の識別基準とはなりえない.不確実性を想定する

ポスト･ケインズ派,オーストリア学派,取引費用理論,ならびに進化経済理論など多数あるし,近年

の ｢新古典派｣においてもそれは取り込まれている.産業組織論をめぐる議論 としては,例えば明石

〔1991a〕を参照.

17)取引費用理論と応用価格理論との比較分析は,Williamson〔1992a〕に詳しい.

18)資産特殊性概念は,Williamsonの一連の著作で論じられている.それは Williamson〔1971〕p.116

での着想が,その後の著作 (do.〔1975〕4章などや do.〔1976〕p.75)で適用されつつ,取引費用理

論の鍵概念として整理されてくる (do.〔1979b〕pp.239-42,〔1981a〕p.555,〔1981b〕pp.1546,

1548).コースも資産特殊性を認識していたが,それを垂直統合や長期契約の説明において最も重視して

いたわけではなかったようである.(Coase〔1988a〕pp.43-46;Joskow 〔1988〕p･100,fn･7).
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る19).このうち①は連続的生産工程 ･処理段階や近接関係にある特化されたプラント･倉庫な

ど,在庫や輸送の費用を節減するために立地したとき生じる (地理的に分散した工場を集約

して一貫生産工場とするケースも含まれるだろう). ②ほ部品を生産するために特殊 な金型

(dies)や治工具等が必要とされるとき生じる.③は生産活動における特別の訓練や経験 学 習

(learningbydoing)等により生じる紬 .

そして,資産が特殊型になるほど市場利用の利益総計は減少し,交換におけ る双務的性格

(bilateralcharacter)が飛躍的に強まる.そこで市場統御のコス トが急騰し,内部調達が外

部提供にとって代わる (Williamson〔1979b〕pp.241-42;do.〔1981a〕p.555).ア)資産

が移動可能か,イ)特殊性が物的か人的か,ウ)市場調達が容易 (feasible)か,が資産特殊

性と密接に関連する.特殊資産が人的資産であるとか移動できない場合,市場取引の選択は困

難さを増す (do.〔1981a〕p.558,fn19)だろう.

取引費用は企業の性質 (企業と市場の境界)をある程度規定し,生産工程の各段階における

｢標準化されてない｣市場契約関係を規定する.取引費用理論は企業間の契約関係に着目する

が,とくに垂直関係の説明にとって取引費用,なかんずく資産特殊性 (ならびに不確実性,製

品の複雑さ,反復購入活動の制約要因,評判)の重要性を強調する (Joskow〔1988〕p.104).

ここには,抜駆け (hold･up)もしくは機会主義の問題もある.

(2) 資産特殊性と契約関係

ウィリアムソソは資産特殊性を ｢生産的価値を損なうことなく,ある資産が代替的用途や別

の使用者-移動できる程度と関連し,またサンクコス ト概念とも関連する｣けれども川 ,資産

特殊性の納得のいく区別は不完全契約の文脈でのみ明白となり,取引費用アプローチが台頭す

19)資産特殊性の要因は Williamson〔1979b〕では必ずしも限定しておらず,do.〔1981a〕〔1981b〕では

立地条件,物的資本,人的資本の3つの特殊性であった.さらに do.〔1983b〕(〔1981a〕p.559,fn21

でも)で専用資産が,do.〔1989〕でブランド名資本が加わる.なお,A.マーシャルも｢特異な (idi･

osyncratic)人的資本｣を認識していたという(Williamson〔1989〕p.143).

20)取引費用理論は, ｢現場の知識｣や熟練技術の形成の重視において,-イェク〔1945〕の視点に類似

した面もある.つまり,′､イェクは ｢時間と場所に関して特定の状況の知識｣を強調した (Hayek

〔1945〕p.521),が ウィリアムソソもドリンジャー-ピオーリに従い,設備,作業工程,コミュニケ

ーションなどの特異性とともに,非公式なチームにおける応化 (accomodation)作用などを考慮した

｢課業の特異性｣,これに基づく｢特異性をもつ知識｣(特定課業に固有の知識)を重視している(Wil一

liamson〔1975〕pp.5,57,62,訳11,99,107ページ).総じて,限定された合理性,不確実性,特異性

を持った知識が両者の共通認識といえる.本稿注5も参照.なお,ドリンジャー- ピオー リほ特殊

(speci丘C)とのみ表現している.

21)サンクコストと資産特殊性の異同は,Williamson〔1989〕pp.142-43参照.また,取引費用理論

とコソテスタビリティ理論との相違は,資産特殊性の評価に帰着する.取引費用理論ではそれが耐久的

であり広く観察されるため,電撃的参入 (hit･and･runentry)退出は不可能とみる.コソテスタビリ

ティ理論では,資産特殊性を取るに足らぬものとみるので電撃的参入退出は容易となる (Williamson

〔1985〕p.31,fn26;do.〔1986b〕9草江5参照).明石 〔1991a〕も参照.



取引費用理論と産業組織論 :論理構造の検討 ll

る以前には認識されていなかったと述べる (Williamson〔1989〕pp.142-43).

そして,資産特殊性が存在しないときには古典的市場契約が,資産が準特殊的なときには双

務的または拘束的市場契約がそれぞれ選択され,資産が高度に特殊的なときには内部組織が市

場にとって代わる (Williamson〔1981b〕p.1548).また,熟練取得 (skillacquisition)紘

人的資産特殊性の必要条件ではあっても十分条件ではない.それは継続的な雇用関係 (とくに

人的資産特殊性の程度と仕事関係の分離可能性)により保持 ･補強されるという.

長期契約 ･反復契約に関しては,｢事前の関与｣(precommitment)とか資金的担保 (hos･

ta苦e)の度合に,企業間関係の相違点を兄いだせることになる.広く｢耐久的な,関係特殊的

投資や将来の需要,費用実現の不確実性,そして書面作り,モニタリング,完全な条件付き請

求権契約の遂行のコストから生じる契約上の不完全性｣などが制度的選択 ･設計を理解するた

めの理論的アプローチにとり中心要素となる(Williamson〔1983a〕;Joskow〔1988〕p.106).

4 企業組織の垂直的構造と取引費用

企業組織の垂直的構造もしくは企業間の垂直的関係は,取引費用の観点からいえば,それぞ

れ垂直統合もしくは長期取引関係に対応する.垂直統合には周知のように,販売網 ･販売体制

の拡充に関わる ｢前方統合｣と原材料 ･資源の安定的確保,部品 ･部材の内製化に関わる ｢後

方統合｣がある.垂直統合 (内製化)と市場取引の比較は Williamson〔1975〕〔1976b〕ベー

スの着想である.つまり,｢資産がより一層特殊 (speci丘C)になるにつれて,市場の生産コス

ト優位が減少し,市場の (相対的な)統御コストが増加する｣(Williamson〔1981b〕p.1548).

ここから,a)市場取引か企業内部化かを初めに問うた.最近の関･山ま,b)長期取引か市場

取引か,そして企業内部化 (垂直統合)かである.次には,こうした企業の垂直構造面を検討

しよう.

(1) 垂直統合 ･長期契約と取引費用

1) 取引形態の規定因と取引費用理論

ある連続する生産工程の一部または全体を,1つの企業が実行するか複数の企業が実行する

かを,垂直分業の問題と見なせば,それはまず分業の次元と程度をいかに決定するかである.

分業の次元は①企業内分業 (内製または垂直統合)と②企業間分業とに分かれる.つまり,企

業内部化か ｢市場取引｣ (スポット契約,長期契約など)かといってもよい.

①は内部特化の利益の大きさや戦略的意味により,②は ｢分業と交換の利益｣の大きさによ

る.①②の選択は固定的なものではなく,さまざまな条件に依存する可変的なものである.例

えば,対象となる製品の特性や市場規模, (潜在的な)受注メーカーの数や事業遂行能力など

が ｢分業のあり方｣を決める.さらには,発注側ならびに受注側メーカーの ｢要求｣する利潤

水準 ･利潤率も契約の成立 ･継続と無関係ではない.なお,①企業内部化には｢組織化コスト｣

を伴い,②企業間分業には ｢市場利用に伴うコスト(取引費用)｣を要する.｢組織化コスト｣
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も取引費用ベースの概念である.

①企業内部化は ｢組織化コスト｣が取引費用を下回るケースと見なされる.このケースの取

引費用は,例えば,取引相手情報 (入手 ･解析等)をめぐるコスト,連続する生産工程間を分

離すること (運搬,遵絶等)のコスト,そして人的資本の確保 ･事業遂行能力や技術開発力の

保持など製品の晶質維持にかかわるコスト等からなる.企業内部化では,市場での競争という

形態を残す余地がないほど,取引費用が高い状況と見なすことができる.

一方,②企業間分業は,各分担者の生産 ｢工程特化｣と ｢交換｣からなる. ｢工程特化｣は

｢費用の比較優位｣関係に基づくし,｢交換｣の利益は競争入札方式 (competitivebidding)

を基本とするだろう.問題は,｢特別仕様 (spec.)の製品｣(｢外注品｣)の調達コストをどう

見るかである. ｢外注品｣がそもそも公開の市場で調達できないならば, ｢外注品｣の生産形i........二=

態は内製化か企業間 (長期)契約生産しかなくなる.すなわち②企業間分業といえども,発注

者が出す製品仕様が ｢特別仕様｣であり,それを供給するために必要な設備 ･投資等が特殊

(他にまったく転用できないか,または著しく価値を損なうことなくして転用できないという

意味で,特殊)- 資産特殊性が大- であるほど,受注者 (･サプライヤー)の行動も,こ

の取引関係により制約されることになる.そのうえ, ｢外注品｣のウェイトは組立型製造業で

は無視できないほど大きく,そして普遍的 (?)といえるかもしれない22).

例えば,クラインら 〔1978〕は企業内取引を垂直統合と長期契約の選択として分析したが,

その実証分析の結果から,当初,取引費用アプローチの典型とされていた企業内取引と市場取

引という分類が単純に過ぎ,市場対企業という対立分類は (実証)分析上の重要性が少ないと

論じている (Kleinetal.〔1978〕p.326).つまり,｢特殊投資と結びついた準レソトがより

重要となったり事前の関与と結びついた利益が増すにつれて,垂直統合や長期契約を選択する

ことが相対的に多くなる｣のである (Joskow 〔1988〕p.105).これは,取引関係者にとり

｢専有可能準レソト｣の発生す ることが取引関係を長期化するとみる1つの有力な見解となっ

ている.

こうして ｢効率的な垂直供給関係を完成させるコストの中枢部分を特殊投資が担う場合,早

純で匿名型のスポット市場取引-の依存は満足できない取引統御機構となりがちである.とい

うのも,最小費用供給関係を導くのに必要な特殊投資を当事者に要求するからである｣(Jos･

kow 〔1988〕pp.104-05).最小費用をもたらす統御機構は不完全な長期契約になりやすいか

もしれない.ともあれ以上の見解は,垂直統合 ･長期取引の論拠づけを取引費用の節減に求め

ており,とくに ｢資産特殊性｣に着目している (Williamson〔1985〕p.86,fn1).

22)浅沼 〔1989〕によると,日本のある電機メーカー事業所の場合,市販品 (購入品)30.5%,外注品

(関連会社分を含む)43.0%,社内調達26.5%,うち ｢内製｣は22.5% (残差は社内･他事業所分)で

ある.本稿での用語に言い替えると,長期契約40%前後,市場取引25-33%,企業内部化25%強の順と

なる.
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2) 垂直統合 ･長期取引と参入阻害

ウィリアムソソの基本的立場は,技術的目的を欠いた垂直統合は意図的な独占の起源を持つ

というペインの視座 (Bain〔1968〕p.381)を踏襲するものである (Williamson〔1989〕p.

176). と同時に ｢高度に集中的な産業では垂直的統合は参入阻止的な結果を生み出す｣(do.

〔1974/1986b〕p.236,訳293ページ)と見ている.

ウィリアムソソは,伝統的参入障壁アプローチが戦略的行動論-シフトしたのは Caves-

Porter〔1977〕に依拠するとみており(Williamson〔1983a〕p.64,fn1),それを踏まえて

参入阻止要因を(i)治癒可能なものと,(ii)治癒できないものに区分し, ｢治癒可能な参入障

壁｣のなかに規模の経済性を含めることは誤りとみている (Williamson〔1979d〕pr.529-30.

同じ文章が do.〔1983a〕p.46にもある).つまり,純社会的便益を規模の経済性の享受と結び

つける限り,規模の経済性を ｢参入障壁｣とみることは誤った厚生判断を導くという.一方,

｢参入障壁｣が発見されれば,それらを必ず反競争的で反社会的と捉えるのではなく,さらには

市場支配力の一因となるものをすべて違法とみるアプローチの仕方も再考を要するとも述べて

いる.それは個々の参入障壁を ｢治癒可能｣かどうか判断すべきという見地によるものにせよ,

｢ヒステリックな政策対応｣を戒めるものにせよ,現状を放置する性格を持つ点は間違いない.

5 取引費用理論と進化経済理論23)

ウィンターによれば,コースがいう｢組織と費用の統合｣論理は,取引費用理論以外にも,

生産技術の変化と企業組織との相互関係を強調する ｢進化経済理論 (EvolutionaryEconom-

ics)｣に兄いだせる.ネルソン-ウィンター 〔1982〕によれば,進化経済理論は,基本的に

｢企業の行動原理｣をめぐる ｢リアリティ｣の問題を扱う.経済活動はそもそも予定調和 (調

和均衡)ではなく,情報が不完全な場合,利潤最大化以外の行動もありうる.そして (学習な

ど)経済過程における｢連続性の要素｣を重視する.一方,モノを生み出す能力や利益を挙げる

能力,それらの規定田は経時的に継承されるとみる.｢進化｣の捉え方はラマルク(Lamarck)

的ゆえ,環境順応や習慣により性格 ･能力が遺伝されるというものである.

ウィソクーは,経済的不確実性や技術上 ･環境上の変化に対する経験 ･学習と適応を進化経

済理論の特徴とし,これら行動上の動態 (behavioraldynamics) もしくはフィードバック

関係による ｢改良｣を重視する.そこでは不確実な世界における判断に ｢誤った決定｣は避け

がたいことを当然と見なし,現実の経済行動の中に ｢時間を通じていかなるパターンが繰り返

されているか｣ ｢過去の条件に基づいて生じた変化の法則の累積効果｣に着目する.とくに

23)進化経済理論とは,AIchian〔1950〕を出発点とし,Nelson& Winter〔1982〕,Winter〔1988〕ら

が提唱している.進化経済理論も取引費用理論とともに制度学派 (InstitutionalEconomics)の一部

と見なされている (官揮 〔1988〕参照.本稿注7も見よ).なお,EvolutionaryEconomics(進化経済

学)についても,本稿注2と同様の理由で進化経済理論と呼ぶ.



14 季刊経済研究 第15巻 第4号

｢技術と組織における現行の相互関連的な変化のプロセス｣が生産とコストを規定し,この技

術と組織の関連を特殊資産としての ｢生産に関する知識の宝庫｣(repositoryofproductive

knowledge)と呼んでいる (Winter〔1988〕p.175).さらに,｢生産に関する知識の宝庫｣

としての企業機能を理解するうえで,人的特殊資産が重要であり,その資産特殊性こそが準レ

ソトを生むとみている.

ウィンターは取引費用理論と進化経済理論との違いが生産と交換の強調の仕方にあり,そう

した捉え方をウィリアムソソも同意したと述べている (WinterL1988〕p.173.なお,進化

経済理論が生産重視,取引費用理論は分業利益重視とはいえ,取引費用理論にも生産の利益が

含まれている).つまり,取引費用理論が交換に着目したのに比較すれば相対的にだが,進 化

経済理論は生産を重視する.ここで交換とは,モノ･サービスの同一組織内の流れ,または異

なる組織間の流れ方である.通常は後者を指す.そこで交換は,定義上,組織の境界の画定や

変化と関連する.とはいえ,分業生産体制が一般化した社会において,生産活動に必要な資材

･部材の調達には交換が不可欠であることはいうまでもない.

取引費用理論に固有の関心とは取引統御モデルであり, ｢企業の境界にまたがる取引構造｣

を取引の環童や形態ごとの特徴に従いつつ分類し,分析基盤を提供する点にある.取引の構造

化はまさに交換のあり方にかかわり,その際繰り返してみたように1)取引の計画,適応, 辛

ニタリングのコスト,2)最適化のための情報処理費用が必要という. ウィンターによれば,

サイモン-ウィリアムソソは ｢経済行動を意図としては合理的なものと認識｣するため, ｢節

減化 (economizing)指向｣をもつ (Winter〔1988〕p.174).取引費用理論はいわば常にあ

る経済問題に対する最適 (またはもっとも効率的)な解の選択に基づいて,その結果 (例えば

組織形態,取引形態)が生じるとみているが,進化経済理論はすべて歴史的 ･進化的な推移の中

での累積的な状態として現状を見るため (historico-evolutionary modeofexplanation;

Winter〔1988〕p.177),ある原因と結果の必然性さえ重視しないのである (既知またはまこ

としやかに推測された過去の条件は,動学的過程 〔長期的 ･累積的変化の過程〕により,いく

つかの異なった帰結を生み出すと解釈できる.Nelson& Winter〔1982〕p.10).この点,

進化経済理論の視点 (evolutionaryinsight)はオーストリア学派の思想とも共通するものが

ある.その面もあり,取引費用理論は事前 ･事後概念を含みQA),進化経済理論は事後概念だけ

であろう.

6 取引費用理論とシカゴ学派25)

取引費用アプローチの方法に関連して,Williamson〔1968〕以来,市場支配力 対 費用

24)例えば ｢事前事後における競争の変型｣(Williamson〔1975〕2草)を参照.本稿注10もみよ.

25)ここでは例えば,ボーク,ポズナ-,プローゼソらを指している.シカゴ学派の定義は明石 〔1991a〕

注4などを参照.
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節減 (効率性)の厚生 トレードオフがあることを認め,独占･効率の厚生 トレードオフを比較

分析し,費用利益分析後の ｢純利益｣を重視するようになった.この厚生上のトレードオフの

結果,費用を上回る純利益があればそれを肯定的に捉えることが次第に定着していったように

思われる (Williamson〔1974〕,〔1979a〕参照).そして,この種の費用便益アプローチが ｢シ

カゴ学派的｣と見なされることがある.

取引費用理論とシカゴ学派との共通点として, i)規模の経済性に基づく効率性を積極的に

評価するなど,規模の経済性を参入障壁と直結させることなく (Williamson〔1983a〕〔1979

d〕),費用 ･便益 (ゲイン)分析などによる ｢効率性指向｣があり,これは現状肯定的な視点

となりやすい.ii)市場のワーキングとその成果を重視する.iii)規制に ｢否定的｣なスタン

スをとる.とくに自然独占に関して,所有権は公的であっても,運営面での公的管理に否定的

であるように思われる (問題の契機は,franchisebiddingなど-イ-ク,デムゼッツらと

共通するかもしれない.ただしウィリアムソソ 〔1976a〕ほ,人的 ･物的資産特殊性が強けれ

ば,biddingは望ましくないとみている).

ところで,シカゴ学派の依拠する理論は伝統的価格理論であり,市場清算 (clearance)の

論理構想である.一方,取引費用理論は,完全競争の成立要件に関連して,1)企業数を問わ

ないようにも見えるが,組織の失敗 (および戦略的行動)分析において ｢少数性の条件｣を重

視しているP･6).また,市場支配型企業 (dominantfirm)が存在する市場を想定している(Will

1iamson〔1979d〕p.528;〔1983a〕pp.59,63).2)サイモンのいう｢限定された合理性｣ま

たは不確実性を大前提とし,情報の収集 ･解析,サーチ活動を重視する立場に立つ.3)情報

サーチ活動 (生産者,消費者の)や物的資本 ･人的資本の資産特殊性を重視する立場からみて,

取引される財の同質性は想定されていない.4)参入障壁にも,技術 (規模の経済性など)に

基づく｢効率ベース｣のものと,市場支配型企業の戦略行動により生じる｢戦略的な参入阻害｣

とを考えている (Williamson〔1979d〕pp.529-30)27).さらに,資産特殊性の重視から産業

内部における企業の ｢移動障壁｣が想定されている28).

取引費用理論とシカゴ学派 (または伝統的価格理論)との相違は,以上の条件に集約される

ように双方の基本理論にあり,取引費用理論では市場清算または均衡化の動き (equilibriat･

ingforce)を理論の中核とせず,市場の COmpetitivepressureの存在だけを想定 (または

期待) しているように思われる29). ただウィリアムソソほ,近年, シカゴ学派 (Director,

26)｢事前事後の競争における変型｣のことである.本稿の注10,24が付けられた箇所も参照.

27)｢戦略的｣という意味は例えば,｢現存企業がポジションを引き上げるか押し進めるための (｢戦略｣投

資などの)手だて(efforts),もしくは現存ライバルを制御するとか/または潜在競争を阻む (これは略

奪的価格設定問題の一般的定式化でもある)ことを意図したようなやり方でライバル-状況に応じて対

応する手だて｣(Williamson〔1979d〕p.528)である.明石 〔1991a〕も参照.

28)Caves-Porter〔1977〕が提唱した ｢移動障壁 (mobilitybarriers)諭｣を唱矢とするものを指す｡

29)伝統的価格理論をコース 〔1988b〕訳書21ページは blackboardeconomics,ウィンター 〔1988〕ほ
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Bork,Posner,Baxterら)が取引費用要因の理解を深めているとみている.従来,シカゴ

学派は取引費用を考慮せず ｢摩擦のない世界｣を想定/確信していたため,戦略的行動はあり

えないことであった80).

7 取引費用理論の伝統的価格理論-のインパクト

取引費用理論の伝統的価格理論-のインパクトには,ビジョン (経済観)の修正に関するも

のと,分析 トゥ-ルの追加に関するものがある. ビジョンの修正に関するものには,1)市場

の理論と企業の理論の ｢補完的｣関係づけと,2)効率性の重視があり, トゥ-ルの追加に関

するものには生産費用と取引費用との相対化,資産特殊性などがある.さらにビジョンとトゥ

-ルの両者に関するものは垂直統合 ･長期契約分析の視角とその成果であろう.こうした点か

ら,取引費用理論のインパクト･捉起した問題を列挙する81).

(1) 生産費用と取引費用

取引費用に関しては,アロー 〔1969〕やミルグロ.ム-ロバーツ 〔1992〕らも言及しているよ

うに,形式的には生産と交換の分離,生産利益 (生産効率)と分業利益の比較とその意味を整

理することが重要となる.

｢取引費用節減は重要であり,ほとんど無視されていたことだが,生産費区分を考慮せずし

て取引費用節減はありえない｣し, ｢取引費用節減はより広義の 〔費用〕節減化フレームワー

クの中に位置づける必要がある｣.｢生産費用の経済性 (そこでは市場がなにがしかの優位をえ

ると推測されよう)と統御費用の経済性 (そこでは優位性は内部組織にシフトされよう)の ト

レードオフを認めなければならない｣(Williamson〔1981a〕pp.552,558).

なおミルグロム-ロバーツは取引費用理論の限界として,1)生産費用と取引費用は一般に

組織と技術の両方に依存しており,それにより生産費用と取引費用を概念上分離することが ト

ラブルの種となる.2)効率的制度が取引費用を最小化するという考え方について,資源配分

textbookorthodoxyと呼んでいる.

30)シカゴ学派は元来,標準的価格理論-依拠するが,そこでは ｢戦略｣要素を無視する (例えば,Pos･

ner〔1979〕を参照).｢戦略要素がないと見なされる場合に限 り,静学分析は適切である｣一方,市場支

配型企業が存在する限 り,戦略的な参入障壁も存続する (Williamson 〔1979d〕p.528).取引費用理

論とシカゴ学派の間の距離を明確にしたものとして,Williamson〔1983a〕pp.45,50-52の他,do.

〔1979d〕,do.〔1979C〕注22;do.〔1981b〕p.1542,JPSkow 〔1988〕p.98を参照.なお,ウィリア

ムソソは ｢価格理論というレンズを通して｣(Posner〔1979〕p.928)という表現をシカゴ学派の視点

を端的に示すものと見ている(Williamson〔1981b〕p.1542)が,その後,それを批判の的を表現する

用語法に用いている (Williamson〔1992a〕など).

31)伝統的産業組織論の新たな研究課題として,①dominantfirmと効率 (厚生 トレードオフ),②国際競

争,③ ｢戦略的行動｣の理論的深化,④市場メカニズムと企業内部組織の分析 (｢はじめに市場ありき｣

と ｢質点企業｣, 取引費用の欠如)などの理論 ･実証分析があり,②を除いて取引費用理論のインパク

トが兄いだせる.
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問題には非常に多くのまったく異なる解が存在し,効率だけが説明の基準でもなく,取引費用

が有用な概念であるとしても,あまりにも多くの異なる組織パターンがこの効率解と両立しう

るだろう,と指摘している (Milgrom=Roberts〔1992〕pp.33-34).

(2) ｢市場の理論｣と ｢企業の理論｣

取引費用理論は,市場メカニズムと企業組織という取引統御機構の比較制度分析の枠組に関

わる.ここでいう市場の理論とは通説のものを指し,匿名型取引に基づく企業間関係を中心と

する (全情報開示が前提となっている).一方,企業 〔組織〕の理論とは,分業利益 ･多様化

利益や垂直関係 ･長期契約に関わる.｢個別生産技術｣による利益よりも ｢組織｣形成に基づく

分業利益に関心を持つ.

なお,従来の新古典派市場理論との関係で,｢取引費用分析は,主として,標準的なミクロ経

済理論に対する代替物とみなされるよりも,補完物とみなされるべきである｣82)(Williamson

〔1975〕日本語版への序文,訳viiページ)とか ｢取引費用の経済学は節減 (economizing)が経

済組織に重要と主張する点で,オーソドクシーに近い｣一方,｢新古典派経済学が取引費用の

経済学のライノミルだったとみなしている｣(Williamson〔1985〕pp.xii,2).

(3) 効率性の重視

ペイン-メイソソ型の産業組織論の含意との違いは,市場支配力 (marketdominance)へ

の全面的懐斜を是正し,効率性を重視したことであろう. ,

コース 〔1972〕によれば,従来 ｢訳の分からぬ事業慣行はすべて独占に結びつけて解釈｣し

ていたという.また,取引費用アプローチが台頭した結果,伝統的なべイソ-メイソソ流の産

業組織論では独占力の行使や独占力追求行為,または独占化の手段になるとして懐疑祝されて

いた垂直統合,長期条項 (requirements)契約,契約上の垂直的取引制限,ジョイント･ベ

ンチャー,抱合せ協定,その他の水平的協定が ｢経済合理的｣行為と見なされるようになった

(Joskow〔1988〕pp.97,102ほか)ともいえる.

いずれにせよ,効率性の規定田とされるものは費用節減化指向に基づくが,その一部は生産

効率 ･卓越効率論へと接合する38).それが ｢伝統的産業組織論の要素｣と対立するだろう.

(4)垂直統合 ･長期取引契約と取引費用理論

ジョスコ-は,取引費用理論の台頭により｢長期契約の役割と垂直統合の便益費用 〔分析]I

が議論の中心となってきた｣.ただし ｢垂直統合と長期契約構造の統一的説明を行うような単

一の一般理論は存在しないと確信している｣という(Joskow〔1988〕pp.103,104,fn.15).

企業取引構造の決定は,企業間 ･企業内の分業のあり方の決定でもあり, ｢産業組織｣の決･

定でもある.市場取引か長期契約取引か企業内製かの選択は,規模の経済,経験効果,取引費

用などの条件に依存するだろう.しかし,中間財市場を念頭におくとき,汎用品は市場に,外

32)･補完理論とも述べている (Williamson〔1975〕1章 ;do.･〔1974/1986b〕p.235,訳292ページ).

33)生産効率 ･卓越効率をめぐる視点については,明石 〔1991b〕〔1992〕を参照.
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注品は内製もしくは長期契約に対応しやすい.資産特殊性の高低がその基準となる.さらに,

｢信頼関係｣などを機会主義とのかねあいでいかに位置づけるかも今後の長期契約の分析課題

となろう.

(5) 資産特殊性と戦略的行動

Caves=Porter〔1977〕以来,市場内企業の ｢移動障壁｣が重要となった.各企業の保有す

る ｢資産｣ (または経営資源など)の優劣により,とりうる戦略や行動に制約が生じる点に着

日するためである.そこで,各企業はこの種の ｢資産｣の拡充に配慮する必要が出てくる.こ

うした ｢資産｣はそれぞれの単独企業の内部に醸成 ･保持されるにとどまらず,企業間関係に

も依存し,各企業がいかなる取引関係を持ち,それに固有の ｢資産｣ (特殊資産)を築いてい

るかが重要となってくる.逆にいえば,特殊資産は移動障壁を形成する.よって, ｢戦略的経

営｣や ｢戦略的行動｣論が意味を持ってくる34).

ⅠⅤ 産業組織論と取引費用理論

l SCPパラダイムと取引費用理論

ウィリアムソソは 『産業組織』 〔1990〕という編著書の序文で, ｢SCPパラダイム (市場

の Structure･Conduct･Performanceの規定関係に着日する分析手法)を越える｣ことが現

実の動きに多数見られると述べている. ｢SCPパラダイムを越える｣ことの意味はどこにあ

るか.SCPパラダイムに関連して,集中度がもっぱら独占に関係するか,それが効率を反映

するが--バード学派とシカゴ学派の主たる論点であった.そうした解釈上の論争は,分析道

具としての伝統的価格理論 (市場理論)をいかに援用し解釈するかにかかわっている.しかし

ウィリアムソソ 〔1968〕は市場支配力と経済効率の厚生 トレードオフ問題に,コスト便益基準

をとり込んだ.そしてこの費用を上回る便益すなわち ｢純利益｣の発生するケースに正の評価

を与え,厚生 トレードオフを ｢経済計算｣により解決しようとした.

従来のSCPパラダイムでは内部組織はほとんど無視されている.取引費用理論では個別企

業にとり外部環境指標とされている市場構造の尺度 (集中度,参入障壁,超過需要など)に加

えて,内部組織構造 (企業の階層的構造)の尺度も用いる.というのも ｢取引をどの形態に割

り当てるか｣に関心を持つからである (Williamson〔1975〕p.8,訳 15ページ).

しかし,取引費用理論では ｢市場｣を非人格的で公平無私,万能の調整メカニズムとみるの

ではなく,むしろ市場には適切に機能しないか,またはほとんど解決し得ない領域があること,

また市場における活動単位である企業 (取引費用理論の分析単位は個々の取引である)が ｢市

場機能の一部を時には代替もしくは包摂してしまう｣可能性を認めている点に特徴があろう.

それゆえ,資源の最適配分という経済問題の解決に関しても,それを極力 ｢市場｣に委ねるベ

34)戦略的行動の意味については,前掲注27を参照.
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きとみる伝統的価格理論の視点とは別に,特定の文脈においては市場ではなく,企業の内部ま

たは ｢市場外の｣企業間関係において処理した方が ｢費用｣上,適切な取引形態があることを

主張し,そうした取引関係を統御するメカニズムの解明こそが取引費用理論の基本的関心と捉

えている.

この文脈で発生するもっとも厄介な点は,市場の捉え方であろう35). ｢経済取引活動の仕組

みの分析にとって市場を中心としたものだけで本当に十分か｣ ｢なぜ市場という大海の中に企

業という組織構築物が登場してくるのか｣を踏まえて,取引費用理論の投げかけた問題点は次

の通りである.｢市場｣と ｢企業｣(特定企業とその内部組織構造,および特定企業間関係な

ど)の対応関係は,市場という場に ｢質点｣としてのみ企業の存在を認識する,企業-生産関数

という見解に基づくだけでよいか.質点の単純な集計としての市場 (市場の定義には供給側と

需要側の双方を含むので,供給側のみだと産業の定義となるが)という包含関係でよいか.そ

して質点として内部組織をもたない企業観は分析能力を著しく欠くことに等しく,異質な内部

組織を持つ企業の組織 ･行動等やそうした企業間のさまざまな関係の特質はいかに整理できる

のか.こうしたことがらである.

これは ｢市場の理論｣と ｢企業の理論｣との分析射程の相互比較という単純な作業課題の次

元でなく,市場経済のワーキングをいかに評価するかに関わる.その際,市場そのものをいかに

捉えるか.すなわち,市場を資源配分に関する唯一無二の制度,非人格的な調整制度としての

み見るか,それとも市場という次元だけで説明できる現象の一部は論理的虚構とみるか.この

点,現代企業は (または企業発生の当初から)その経済活動の領域をより一層拡大し,たとえ

ば一部企業の取引活動は ｢市場｣を経由しない方向で (従来より)進行しており,その企業の

内部または固有の取引関係の組織化が縦横に展開されているとみることもできる36). SCPパ

ラダイムが同一産業内･全産業間での水平的な企業間関係に着日したことに比べ,取引費用理

論は同一産業内における垂直的な企業間関係への関心を優先させているのである.

2 取引費用理論の射程 :企業組織の垂直的構造

従来の ｢市場の理論｣を主軸とした伝統的 ｢産業組織論｣をいわばヨコ糸と見なせば,垂直

統合など企業内部組織の構築,長期契約など企業間分業関係をより重視した,生産と交換 (敬

引)の活動単位に関する ｢企業組織の理論｣としての ｢産業組織論｣をいわばタテ糸とする理

論体系化の動きが活発化している37).ヨコ糸の全面的な否定と放棄では決してなく,ヨコ糸の

35)筆者も過去に経済学の基礎概念としての ｢市場｣について論じた試みはある (明石芳彦 ｢市場｣角村

正博編著 『経済学の方法論と基礎概念』日本経済評論社,1990年,所収)が,それはなお ｢完全競争市

場｣という textbookorthodoxyと ｢現実｣との対比という素朴な視点によるものであり,基本的に

｢すでに市場ありき｣として論じたものであった.

36)法人企業組織の発展を取引費用理論の見地から分析したものに, Williamson 〔1975〕8章,〔1981

b〕,〔1992b〕などがある.
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一部の修正を踏まえて,そこにタテ糸が追加されるというイメージではないだろうか88).従来

の分析フレームワークであるSCPパラダイムに関連させていえば,生産 ･出荷次元でみる市

場集中度と(｢外部市場｣には現れない内製の状況など)垂直統合度との関係,その見地から競争

も水平的現存企業間だけでなく潜在的参入圧力もしくは ｢参入voice｣,企業間対抗を考慮する

こと,個別企業の (とくに ｢外注品｣をめぐる)製造 ･開発に関する事業遂行能力やコスト競

争力の形成 ･維持メカニズム,ひいては市場支配力や効率の意味,それらと利潤の発生メカニ

ズムとの関係等,産業組織の動態に関わる基礎概念の捉え方とそれらの相互規定関係を改めて

問い直し,整理しなければならなくなる.

従来,寡占論 ･独占資本論では,企業 (-資本)ペースの分析がなされてきたが,それはあ

る産業を拠点とした個別大企業の多角化 ･コングロマリッ ト的 (ときには多国籍企業的)な資

本系列を分析する視点に立つ89).企業内部組織や各種活動単位の統合 ･提携関係に関わる企業

の戦略や組織改変の観点である.その限りで,取引費用理論の枠組と馴染みやすい.一方,市

場の理論を枠組とした伝統的産業組織論では,個別市場ベースの分析,とくにクロスセクショ

ナルな産業間比較の視点に立つ.この点に,取引費用理論との発想の相違がある.

3 産業組織論における取引費用アプローチの意義と限界

取引費用アプローチは ｢取引特殊資産｣(transaction-specificasset)の分析である.それ

に比べると,伝統的産業組織分析は ｢産業特殊資産｣(industry･speci丘casset)または個別

｢産業に固有の条件｣の検出であったともいえる.この相違は,伝統的産業組織論が ｢市場の

理論｣であるのに対し,取引特殊資産や市場内移動障壁などを重視する取引費用理論ベースの

産業組織論が ｢企業 (組織)の理論｣であることに依拠する.取引を分析の基本単位とみる取

引費用理論では市場を,分析の基本単位としての企業を単純に集計したものと捉えない.もし

くは,企業の取引の場がすべて市場に集計され反映されると捉えていないのである.そして,

企業は内部組織 ･内部市場の広がりをもち,かつ取引の場として,市場と制度的代替関係にあ

る.と同時に,取引の諸属性から不完全な長期契約状態を持続させることにもなる.よって,敬

引費用理論での問題はいかなる形態の企業契約関係が生C,その経済的背景は何かを問うこと

37)Williamson〔1990〕の外にも,Sheard〔1992〕ほ従来の伝統的SCPパラダイムを ｢反 トラストの

経済学 (AntitrustEconomics)｣としての産業組織論と呼ぶ一方,市場と企業内部組織,および長期取

引契約など｢産業｣(垂直的生産構造)を組織する企業間関係を分析する ｢組織の経済学 (Economics

ofOrganization)｣としての産業組織論を唱えている.

38)実際,ウィリアムソソも補完物/補完理論と呼んでいる.本稿注32も参照.

39)取引費用概念は,多国籍企業の分析では ｢内部化理論｣と呼ばれ,一般に企業統合化を合理づける理

論として援用されている (その展望は,江夏健一 ｢内部化理論｣大阪市立大学経済研究所編 『経済学辞

典』第3版,岩波書店,1992年所収.洞口治夫 『日本企業の海外直接投資』第1章,東京大学出版会,

1992年などを参照).コースの視点に代表されるように ｢企業組織化を合理づける｣視点である.ちな

みに ｢内部組織を市場交換と代替することを 『内部化』と呼ぼう｣という(Williamson〔1971〕p.112).
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であろう.

さらに市場理論,産業組織論の観点から改めて厚生 トレードオフを考えるならば, トレード

オフ議論が,国内市場では ｢純利潤｣基準による独占･効率問題-の ｢解｣を生みだしうると

しても,国際市場でも同様のことがいえるか.とくにその際に ｢純利潤｣を規定する要因と見

なされる ｢卓越効率｣ ｢垂直統合｣ ｢規模の経済性｣などが (国益と切 り離されて)どれほど

説得力のある分析能力を持つだろうか.判断基準が技術レベル (生産関数のシフトなどに表わ

れる)ではなく, (従来は生産関数からの畢離として説明されるにすぎない)企業組織内要因

を含むがゆえに,最終的な判断 ･評価が当事者の主観的なものとなりやすい点や,かりに特殊

資産分析などの意義を首肯するとして,異なる事例 (個別の企業や産業)ごとに別個の判断基

.準が必要となりがちで,異なる事例を越えた ｢一般基準｣がなくなってしまう可能性がある.

例えば,垂直行動の分析に関して,取引される商品の品質や生産数量の維持にとって,資産

特殊性を重視する観点から,取引費用理論では結果的に取引者の限定 (少数性の条件)が ｢容

認｣される場合が多い.それらは,財 ･サービスの社会的供給費用を最小化するという意味で

産業からの視点である (市場分析ではなく自然独占型産業分析の視点).だが,取引当事者の

行動 ･組織属性という性格も強く, ｢ケース･バイ･ケース｣アプローチでもある.取引費用

アプローチ自体,個別事例について,取引費用の視点から解釈し, ｢制度｣比較により一定の

類型化を導くという方法がとられている.よって,価格理論に依拠した産業組織論のように市

場の ｢一般命題｣に基づいてではなく,産業ごと,企業ごと,さらには状況 ごとの ｢個別命

題｣の組合せという性格が強くなる.この点は,理論的安定性の問題を残すだろう.

2) 政策的含み

取引費用理論は,垂直統合に関して,前方 ･後方統合など ｢取引費用節減｣という基準に経

済合理性を求める.それは生産費用の最小化に表れるような (すべて生産関数に反映される)

技術ベースではない.一方,規模拡大型のM&Aをとくに肯定もしない.むしろ,それらは費

用節減効果に着目する取引費用理論の見地からは直接には合理づけられない.例えば,水平合

併については厚生 トレードオフの視点を持つけれども,判定基準は生産効率を改善する要因が

含まれているかどうかである40).

取引費用理論は,競争の市場成果の善し悪しの判定に直接の関心を持たない.少し大ざっば

にいえば,政策指向 (または規範的視点)が相対的に弱いともいえる.政策指向があるとすれ

ば,自然独占-の franchisebiddingに関する Williamson〔1976a〕の分析やいくつかの

垂直統合の分析などに表される自然独占,垂直統合のケースであり,規制の撤廃や多様な取引

関係の回復を要求する側面などである.しかし,取引費用理論の理論体系全般ならびに内部組

織化コストや取引費用の比較分析の手法もいまだ完成度が高いとはいえないし,資産特殊性や

移動障壁などの実証研究も十分とはいえない.これらの点は今後の研究成果の充実を持つはか

40)その点,市場支配型企業の解体さえ ｢提案｣している (Williamson〔1975〕訳3ページ).
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ないだろう.

Ⅴ 結びに代えて
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取引費用の経済理論は, 1)生産技術,特殊資産に基づ く効率性を評価する.これは中間財

市場分析により適合する.今後はこれらの効率性 (さらには資産特殊性)を規定する要因の特

定化が重要となろう. 2)コス トの捉え方について,保有する情報の差に基づく取引費用は機

会費用概念の応用とも見なしうるし,この意味で部分的には主観的費用概念である.一方,刺

益の捉え方にしても, ｢当事者の利益｣が肯定されやすい面がある.それは契約関係者の利益

であり,これも機会費用概念と無関係ではない. 3)自然独占企業の垂直統合行動に関しては,

最小費用生産を重視する視点が兄いだせる. 4)SCPパラダイムは基本において伝統的価格

理論に依拠しており,よって市場 (market)の理論である.一方,取引費用理論は企業組織

(hierarchies)の理論であり,企業や企業間関係の理論である41).

いずれにせよ,市場における企業間競争は,市場メカニズム (伝統的産業組織論)と企業行

動 (取引費用理論)の双方の次元で分析しなければならない.両者は分析上も ｢補完関係｣に

ある42).だが,コース 〔1972〕が強調するような個別産業の ｢細部｣の研究とは,ケイヴスが

より一般化し分析道具の体系となった ｢アメリカ産業組織論｣が, ｢細部｣-の配慮を忘れな

かったペインを通 り越 して,かつての ｢イギリス産業経済学｣が示 したようなさまざまな環境

要因の組合せを適宜判断する ｢ケースバイケース｣アプローチに引き戻るべきことを意味する

のだろうか.と同時に,本稿の目的は取引費用理論の論理構造の検討であった.取引費用アプ

ローチの実証研究結果の検討は残された大きな課題である.

(1992.12.18受理)
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